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我が国の出生率低下の要因分析＊１

──都道府県別データに基づくクロスセクション分析──

米谷　信行＊２

　1989年の合計特殊出生率が1.57と発表されて以来，出生率の低下は広く社会的関心を集

めるところとなった。その後も出生率は低下を続け，93年では1.46となった。

　我が国の出生率は，1974年を始点とする大きな低下局面にある。大局的にみると，今回

の低下は，我が国では戦後２回目の経験である。これを年齢別出生率でみると，近年で

は，出産年齢の高齢化が進展する中でそのピークの出生水準が大きく減少したことが最大

の原因であったと言える。また，有配偶者割合（女子が配偶者を持つ割合）と有配偶女子

出生率（既婚女性が子供を産む割合）で分解してみると，最近では，結婚する女性割合の

減少が出生率低下に大きく寄与していることが分かる。

　次に，出生率の低下の原因について，経済的・社会的側面から実証的に分析する。ここ

での分析方法は，都道府県別のデータに基づくクロスセクション分析によるもので，説明

変数としては，住居費・教育費・女性の賃金・保育所等を取り上げた。また，その効果を

比較するために，70年・80年・92年の３時点での計測を試みた。70年の計測については，

良好な結果は得られなかったが，その原因としては，当時，教育費が低かったことや，女

性の社会進出が本格化していなかったこと，保育施設を重要視していなかったこと等が考

えられる。また，80年の計測については，一部のケースを除けば，総じて良好な結果が得

られた。この結果から，教育費負担の増加や女性の賃金上昇が出生率の低下に有意に影響

を与え始めたこと，保育所の充実は，有意性が低いながらも出生率に対してプラスに寄与

するようになったこと，等が指摘できる。

　更に，92年の計測については，概ね予想通りの結果が得られた。この結果からは，①女

性の賃金の上昇は，出生率低下に有意な影響を与えていること，②教育費の上昇について

も出生率の低下に寄与していること，③住居費の上昇は，出生率の低下に有意な影響を

与えていること，④保育所の充実は，出生率の下支え効果として有意な影響を与えている

こと，等に整理することができる。この様に，経済社会的要素は，70年・80年頃に比べて

最近では出生率によりクリアに影響を与えていることも分かった。なお，92年の計測結果

より，各説明変数の寄与度を調べてみると，出生率が大都市圏で低く，地方圏では相対的

に高いといった格差は，女性の機会費用の大きさが最も寄与している可能性があることが
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窺える。

　夫婦が望む子供の数は，基本的には夫婦の自由な選択に基づき決定されるものである。

国が出生率を増加させる様に直接介入することについては，依然として，国民に根強い抵

抗があることが窺える。しかし少なくとも，国としても，安心して出産・育児ができるよ

うな環境を用意していく必要がある。長期的には，出生率の低下は，我が国の高齢化に拍

車をかけ，将来世代の負担の増大・経済活力の低下等の一因となる可能性が否定できな

い。この意味で出生率低下に歯止めをかけることが望ましいとすれば，ここでの計測結果

を踏まえて次のような経済運営，行政措置が期待される。すなわち，①住居費に直接影響

のある地価の安定に配慮した適切な経済政策の運営や規制の緩和，②出産・育児の経済的

・精神的負担の軽減を企図するような制度の充実や普及，③相対的に充足度の低い地域へ

の保育施設の供給と，多様な保育サービスの提供など質的な充実，の３点が指摘できる。

Ⅰ．はじめに

　1989年の合計特殊出生率が1.57と発表されて

以来，出生率の低下は広く社会的関心を集める

ところとなった。その後も出生率は低下を続

け，93年では1.46となっている。出生率の低下

そのものは，かつて先進諸国が歩んできた道で

あり，ある意味では，経済的な成功の帰着とも

言える。しかし，出生率の低下は，進展しつつ

ある我が国の高齢化に拍車をかけ，長期的には

将来世代の負担の増加や経済成長力の鈍化をも

たらす要因となりうる。従って，この原因の探

究に努め，その対策を模索することは，我が国

の持続可能な経済成長に通じるものとして十分

に意義があると思われる。

　本稿の目的は，近年の出生率低下の原因を，

経済的・社会的側面から分析することにある。

ここでの分析方法は，都道府県別データに基づ

くクロスセクション分析によるもので，経済変

数としては，住居費・教育費・女性の賃金・保

育所等を取り上げた。また，その効果を比較す

るために，92年時点の計測に加えて，70年・80

年時点での計測も試みた。本稿の構成として

は，この実証分析に先立ち，出生率の動向やそ

の構造的要因を探るとともに，最後に，出生率

の回復を企図した政策が望ましいとすれば，ど

のような経済政策，行政措置が考えられるのか

を論述したい。

Ⅱ．出生率低下とその構造的要因

１．我が国出生率の長期的トレンド

　我が国の出生率は，近年，急速に低下してき

ている。合計特殊出生率１）でみた水準は，1950

年代後半から1970年代前半にかけて丙年の1966

年を除けば安定的に推移していたが，1974年に

初めて人口の置換水準２）を下回る2.05となって

からは低下傾向を辿った。その後出生率は，

1983～1984年には1.8程度にやや回復したが，

1980年代後半より再び低下してきている。直近

のデータによると，93年の出生率は1.46となっ
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ている。この水準は，先進諸国の中では，イタ

リア・スペイン等に次ぐほどの低位にある（図

表１）。

　大局的にみると，我が国の出生率は，1974年

を始点とする戦後２回目の低下局面にある。１

回目は，戦後のベビーブームがピークをつけた

1947年から始まる14年間であり，基本的には，

欧米の先進諸国が1930年代までに概ね完了した

「人口転換３）」を我が国も経験したものであっ

た。当時の出生率低下は，戦後の経済低迷に苦

しむ日本国民から差し迫った過剰人口の危機感

を取り去ったとされる（大淵・森岡＜81年＞）。

　今回の出生率の低下は，92年までのデータに

基づき前回と比較すると，その規模・スピード

の面でやや緩やかと言える。期間中の出生率の

下落率は，普通出生率４）でみると，前回と今回

はほぼ同じ（前回：34.3→16.9は50.7％の減少。

今回：19.4→9.8は49.5％の減少）であるが，

合計特殊出生率では，前回（4.54人→1.96人）

の56.8％に対して今回（2.14人→1.50人）は

29.9％に止まっている。また，年平均下落率

は，普通出生率では，前回の4.93％に対して今

回が3.53％，合計特殊出生率では，前回の5.82

％に対して今回は1.85％となっている。

２．年齢別出生率の動向

　図２は，女子の出産年齢（15～49歳）別の出

生率を50年・70年・80年・92年時点でみたもの

である。この図によると，出生率のピークの年

齢は，50年の26歳から70年には25歳へとやや早

まったが，その後は，80年には26歳，92年は28

歳となり次第に遅れてきている。しかも，ピー

ク時の水準は，70年にはベビーブーム世代が出

産適齢期に達していたこともあり，50年とほぼ

同じレベル（50年の248.1人＜対女子1,000人＞

に対して70年は238.9人<同>）であったが，以

降は，80年が205.2人（同），92年が150.3人

（同）と大幅に減少してきている。従って，出

生率全体として，出産年齢の高齢化が進む中で

そのピークの水準が大きく減少したことが，30

歳台前半女子の出生率の小幅な上昇にもかかわ

らず，低下に歯止めがかからない最大の原因で

あると言える。

　また我が国では，婚外子の割合は極めて低

く，出生率のピークの時期や水準には直接的に

婚姻年齢や未婚率の動向が影響を与える。70年

から92年の22年間でみると，平均初婚年齢は，

夫が27.6歳から29.7歳，妻が24.6歳から27.0歳

１）　一人の女性が生涯に生むと期待される子供数を推計するため，15歳から49歳までの女性の年齢別出生率

　　を合計することによって求められる。この出生率は，あくまでも計算上の値であり，その年の対象女性が

　　最終的に産む子供の数と一致するとは限らない。

２）　純再生産率（一人の女子がある時点の出生力と死亡確率の下で，次の世代に母親となるべき女子を何人

　　残すかという数字）が1 . 0の場合の合計特殊出生率をいう。合計特殊出生率がこの数字を長期的に下回り

　　続けると，やがて人口は減少し始める。

３）　人口転換理論は，出生率と死亡率の歴史的過程をいくつかの段階に分類し，その変動要因を説明する理

　　論である。段階の区分け方法は，必ずしも統一されたものはないが，４つに分類するものが比較的一般的

　　である。すなわち，第１段階では，出生率・死亡率はともに高い水準で安定しているが，その後，死亡率

　　の低下が先行する第２段階へと移行する。更に，第３段階では，出生率も低下し始め，最終段階では，出

　　生率・死亡率はともに低位で安定するというものである。当然ながら，人口は，第２段階，第３段階にお

　　いて増加傾向を辿る。死亡率の低下については，生活水準の上昇や，医療衛生上の発見・進歩が貢献した

　　とされる。また，出生率の低下については，必ずしも定説はないが，①女性の社会的地位の上昇，②育児

　　に伴う機会費用の増加，③安価な避妊具の普及等が大きく貢献したとされる。この人口転換理論では，普

　　通出生率が継続して 3 0 （対千人比率）を下回った時期が低下の始期とされ， 2 0を切ると終期が近いとされ

　　る。

４）　年央人口千人に対する１年間の出生数の割合。但し，この出生率は，年次によって年齢構造や配偶関係

　　構造が異なる場合には比較しづらいという欠点がある。
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図表１　我が国出生率の長期トレンドとその特徴

（普通出生率）

（合計特殊出生率）

出生率の低下局面の特徴
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図表２　年齢別出生率の推移

図表３　15～49歳女子人口当たり出生率の変化率の要因分解
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へと，夫婦ともに２歳強上昇してきている。ま

た，女子の未婚率をみると，25～29歳は70年の

18.1％から90年には40.2％，30～34歳では同期

間に7.2％から13.9％へと大幅に上昇している。

３．有配偶割合と有配偶女子出生率の寄与

　次に，近年の普通出生率低下の構造的要因と

して，経済企画庁編「国民生活白書（92年版）」

に従って，有配偶者割合（＝女子が配偶者を持

つ割合）と有配偶女子出生率（に既婚女性が子

供を生む割合）に分解してみることにする（図

表３）。

　出生率に対しては，75年までは，有配偶者割

合の上昇（すなわち，女性の結婚割合が高まっ

たこと）がプラスに，有配偶女子出生率の低下

（既婚女性が子供を生まなくなったこと）がマ

イナスに寄与していた。特に，75年までの５年

間では，有配偶女子出生率の低下幅が有配偶者

割合の上昇幅を上回ったことから，出生率全体

として，70年までの5年間に比べて変化率がマ

イナスとなった。その後は，有配偶割合が低下

（結婚する女性割合の減少）し，有配偶女子出

生率と同様，出生率に対してマイナスに寄与す

ることになった。しかも，有配偶割合の寄与率

は近年高まる傾向が見られる。

　先に見たように，近年の我が国の出生率低下

は，晩婚化や未婚率の上昇が直接の原因と言え

る。それでは，この晩婚化や未婚率の上昇と

いった現象は，どの様な社会的変化の中で起き

てきたのであろうか。

　晩婚化や未婚率の上昇は，基本的には若者達

の結婚に対する意識の変化が背景になっている

と思われる。すなわち，かつての農村型社会で

は，結婚は多くの子供を持つことを究極の目的

とし，夫婦は子供を生むことによって，家業の

手伝い・後継ぎの決定や老後の保障等自分達の

生活の安定を確保することができた。その意味

で，母親が出産・育児に当たることは，社会的

にも積極的な評価を受けていたと言える。ま

た，狭い農村型社会では，結婚しないことに対

するプレッシャーが強く，結婚の仲介役も多数

存在していたと言われる。

　一方，農村型から都市型へと社会が転換して

いく中で，人々は，集団から個人の生活を重視

するスタイルへ変化していったと考えられる。

つまり，経済社会の発展に伴う女性賃金の上昇

は，女性に対して就業への強いインセンティヴ

となり，経済的にも自立した女性を増加させた。

また人々は，誰にも拘束されない自由に使える

時間や精神状態を好んで選択するようになり，

狭い農村社会や多世代世帯に見られがちな複雑

な人間関係や時間に縛られることを敬遠するよ

うになった。こうした結果，独身を謳歌する女

性は増加した。また，社会保障制度の充実や雇

用者比率の上昇は，老後保障の確保や，家業の

手伝い等子供を持つことの意味あいを低下さ

せ，結婚が必ずしも子供を持つことを最大の目

的とするのではなくなった。

Ⅲ．出生率低下の実証分析

か。

　出生行動に関する経済的理論では，1965年に

ベッカーを中心とするシカゴ派によって提起さ

れた「時間配分の理論」が大きく貢献されたと

言われる。ここでの理論では，出産・育児は，

４．結婚・出産に対する意識の変化

　出生率低下の原因である晩婚化や未婚率の上

昇は，先に述べたような結婚に対する人々の意

識の変化の結果と言えるが，そもそも，このよ

うな人々の意識を変化させた根底にある社会経

済的な要因はどういうものであったのであろう
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家計生産の重要な一部であり，消費財と同様

に，子供からも効用が得られるものと想定して

いる。家計は，一定の所得と時間の下で効用を

最大化するように行動するが，妻はこの中で，

就業と出産・育児の選択を迫られることになる。

母親は，もし出産・育児を選択すれば，その間

労働によって得られる所得を失う。この機会費

用と呼ばれる概念は，母親の時間の価格が高い

ほど大きくなるが，時間の価格は，教育水準の

増加関数と考えられる。一般的に，所得の高い

家計ほど教育水準も高いと考えられるため，機

会費用も対応して高いと理解される。その結

果，高所得家計ほど子供は割高となり，出産を

抑制する。

　わが国においても，近年この理論を利用した

実証研究が蓄積されてきている。例えば，

Ｏgawa・Ｍason（86年）は，新家政学的アプロー

チの代表的な計量モデルとされるＢutz－Ｗard

モデルに従って，わが国の出生率の分析を行っ

ている。このモデルでは，出生力に対して，夫

の収入は所得効果（出産力に対してプラス効

果）をもたらし，妻の賃金は機会費用（出産力

に対してマイナス効果）を示すと考えられる

が，この相反する効果は，妻の労働参加率によ

り影響される。Ｂutz－Ｗardのモデルに基づ

き，時系列データにあてはめた結果，理論通り

の良好な結果が得られている。また，原田・高

田（91年）は，基本的には，Ｂutz－Ｗardモデ

ルに従って分析をしており，子供の養育費とし

て住宅費，子供の「質」に係わる費用として教

育費（進学率で代用）を使用した。都道府県

データによるクロス・セクション分析を行った

結果，符号については満足の得られるもので

あったが，係数は予想に比べて小さかった。更

に，土肥原・宮川（91年）は，性別の賃金率や

婚姻率，子供の養育費として住宅費・教育費等

の説明変数を用いて分析している。時系列，ク

ロスセクッションの両分析を行ったところ，教

育費・住宅費や婚姻率等では有意性が低かった

ものの，女性賃金等では符号・有意性ともに良

好な結果が得られている。

　本稿の分析は，基本的には，ベッカーの「時

間配分の理論」を取り入れたものである。説明

変数としては，機会費用に地域別インフレ格差

を修正した女性の賃金，子供の養育費に住居費

・教育費等を使用した。また，出産へのインフ

ラ支援として，保育施設の充足度を利用したの

もこの分析の特徴の一つである。ここでは，地

域別に出生率の格差が生じた原因を探るために

も，都道府県別データによるクロス・セクショ

ン分析を行い，経済社会的要素が出生率に与え

る影響は時代によって異なるとみられることか

ら，70年・80年・92年の３時点で比較すること

にした。

(1)　被説明変数─都道府県別合計特殊出生率

　我が国の合計特殊出生率は，70年代半ば以降

全国平均では低下傾向を辿ってきたが，都道府

県別には，その水準や低下スピードにかなりの

ばらつきがみられる。

　図表４－１は，縦軸に70年時点，横軸に80年

時点の合計特殊出生率をとり，都道府県別にプ

ロットした散布図である。中央の太線枠から横

への乖離が小さい地域ほど，この間の出生率の

変化幅は小さく，乖離が大きい地域ほど，変化

幅は大きかったことを意味する。

　この図表から，70年時点で見た都道府県別の

出生率は，東京は全国の中では既に低い水準に

あったが，総じて地域別の特徴は明確でないこ

とが分かる。次に，70年から80年までの10年間

の動きをみると，合計特殊出生率の低下幅は，

東京・京都・大阪・埼玉等では0.5～0.6と大幅

であったが，山形・鳥取・島根等地方圏では大

きな変化がなかった。このため，80年時点での

出生率は，東京・大阪・京都等大都市圏が低

く，島根・福島・滋賀等地方圏が高いといった

様相を呈した。

　更に，80年から92年までの12年間では，大都

市圏における出生率の低下が一段と深刻になっ

た（図表４－２）。低下幅は，東京・大阪・千葉

・神奈川等では0.3～0.4と，前の10年間よりは

幾分縮小したものの，なお高水準であった。一
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図表４－１　都道府県別の合計特殊出生率の比較（70年と80年）

方，地方圏においても，出生率の低下は見られ

たが，低下幅は概ね0.1～0.2程度に止まった。

このため，92年の出生率は，東京・大阪・京都

・千葉・神奈川等の大都市圏が低水準にあり，

島根・福島・宮崎等の地方圏が高水準にあると

いった構図が一層明確になった。

　こうした結果，70年から92年までの22年間を

地域別に通してみると，出生率はばらつきが広

がることとなった。つまり，合計特殊出生率

は，70年には最低の秋田と最高の埼玉の格差が

0.47（＝埼玉2.35－秋田1.88）であったが，92

年には最低の東京と最高の島根（沖縄除く）の

格差は0.64（＝島根1.78－東京1.14）と更に広

がった。

(2)　説明変数とその考え方

　この様に，合計特殊出生率は，70年以降から

92年までのおよそ20年間を都道府県別にみる

と，大都市圏での低下スピードが大きく，その

水準も最近では，相対的に大都市圏が低く地方

圏で高いという構図が明確になってきている。

これは，地域によって異なる経済的・社会的諸
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図表４－２　都道府県別の合計特殊出生率の比較（80年と92年）

条件が出生率の格差をもたらしているものと考

えられる。以下では，出生率に有意な影響を与

えると思われる経済的・社会的変数をとり上

げ，実証的にその影響度をみることにする。

①　住居費要因

　　夫婦が子供を養育する費用は，飲食代・教

　育費・衣服代等多岐にわたるが，住居にかか

　る費用もその一部をなす。住居費の上昇は，

　夫婦が希望する限界的な子供の数をコスト面

　から制限する可能性がある。実際，消費支出

に占める住居費（勤労者世帯）の比率は，出

生率が一段と低下した80年代後半に上昇して

いる（図表５）。

　ここでは，総務庁「家計調査報告」から，

各都道府県庁所在地における全世帯の消費支

出に占める住居費の比率を使用した。データ

は，①住居費が出生率に与える影響には，タ

イムラグがあると思われること，②サンプル

の不足等による不規則性を取り除くこと等に

より，同年を基準とする過去３年平均を採用
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図表５　消費支出に占める住居費の割合の推移

図表６　消費支出に占める教育費の割合の推移
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　進学へのインセンティヴを高めている可能性

　がある。ここでは，社会進出化の代理変数と

　して，大学・短大等への女子の進学率を使用

　した。一般的に，学生が在学中に出産する

　ケースは稀であるため，この分析では，２年

　前の進学率を利用した。符号としては，進学

　率の上昇は，出生率にマイナスの影響を与え

　るものと期待される。

　　更に，女子の社会進出度を直接表す変数と

　して，総務庁「国勢調査報告」から，全産業

　の就業者に占める第３次産業就業者の比率を

　使用した。第３次産業の就業者を取り上げた

　のは，産業構造のサービス化と女性の社会進

　出が密接に関連し，かなりの女性が近年この

　分野に吸収されたと考えられるためである。

　符号としては，第３次産業就業者の比率の上

　昇は，やはり，出生率にマイナスの影響を及

　ぼすと予想される。

④　インフラ要因

　　女性が出産後まもなく職場への復帰・勤務

　を望む場合には，就労時間中に子供の面倒を

　親戚・知人等に依頼するか，或いは保育施設

　に預ける必要がでてくる。特に，近年の様

　に，核家族化が進展し，近隣に親戚・知人の

　いないケースが増加している状況において

　は，保育施設への依存度が高まりつつある。

　このため，継続して働くことを希望する女性

　が安心して子供を預ける施設の充足度合い

　が，出生率に影響を与えるものと考えられる。

　　このインフラの充足度を測る指標として

　は，０～６歳人口に対する保育所定員数の比

　率を採用することにした。同比率は，70年代

　前半には10％を下回っていたが，その後上昇

　し，92年には22％程度となっている。この上

　昇の原因として，70年代には保育所定員数の

　増加が寄与した一方，80年代以降は０～６歳

　人口の減少の寄与が大きかった（図表7）。

　地域別にみると，92年では，大阪の12.0％，

　埼玉の12.4％，千葉の15.9％等出生率の低い

　大都市圏において，相対的に保育施設の供給

　不足が目立っている。符号としては，保育所

　した。

②　教育費要因

　　総務庁「家計調査報告」によると，教育費

　告」，の消費支出に占める比率（勤労世帯）

　は，70年代前半の２％台後半から93年には

　５％台前半まで上昇してきている（図表６）。

　平均的な負担は，必ずしも家計を圧迫する水

　準とは言えないものの，年齢階層別にみる

　と，高校・大学に通学する子供を持つ高年齢

　層ほど負担が重いと考えられる。このため，

　将来，教育費による家計への負担増が確実な

　状況では，夫婦の持つ限界的な子供数は減少

　するものと考えられる。

　　ここでの分析では，住居費と同様総務庁

　「家計調査報告」を利用して，各都道府県庁

　所在地における全世帯の消費支出に占める教

　育費の比率（過去３年平均）を採用した。符

　号としては，同比率の上昇は，住宅費と同

　様，出生率にマイナスに寄与することが期待

　される。

③女性の賃金要因，高学歴化要因，第３次産

　業要因

　　近年，女性の社会進出には目ざましいもの

　がある。これは，日本経済の発展に伴う女性

　の賃金の上昇が大きな誘因となっているとみ

　られ，86年の「男女雇用機会均等法」によっ

　て，法的にも男女の平等な雇用機会と待遇の

　確保が促進されている。

　　しかし，女性労働者が出産・育児に伴い職

　場から離脱する場合には，本来得られるはず

　の所得を失い，時間的にも拘束されることが

　多くなる。この様な機会費用は，賃金の上昇

　とともに増加するため，女性の出産・育児へ

　のインセンティヴを低下させ，出生率の低下

　に影響 を及ぼ し て いると 考え ら れる 。

　　ここでは，女性の機会費用の変数として，

　労働省「賃金構造基本統計調査」の女子所定

　内給与額を取り上げ，地域間のインフレ格差

　を無くすために，日本銀行「消費者物価地域

　差指数」で実質化した。

　　また，近年，女子の学歴による賃金格差は
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図表７　保育所定員数の０～６歳人口に対する比率

　の充足度が高まるにつれて，出生率にプラス

　に寄与すると予想される。

⑤　沖縄ダミー

　　沖縄県の合計特殊出生率は，全国平均と同

　様，近年低下してきているが，93年時点で

　1.94と依然として全国平均と乖離している

　（全国平均＝1.46）。沖縄県の出生率が高い

　理由としては，同地域では，男子に家を継が

　せる気風が強く，男子が誕生するまで生もう

　とする傾向があるという説もあるが，必ずし

　も明確ではない。

　　この分析では，沖縄県を１，その他の地域

　を０とするダミー変数を，80年・92年につい

　て採用した。

(2)　計測結果

①　70年の計測結果

　  70年の計測は，一部の説明変数の符号が予

　想に反したり，全体的に決定係数が低い等，

　良好な結果が得られなかった（図表８）。こ

　の原因としては，次の点が考えられる。

　　まず，教育費について，有意性が低く符号

　が逆となった原因としては，当時，この負担

　が相対的に低く，夫婦の出生行動に影響を及

　ぼすほどではなかったと考えられる。また，

　女性の賃金要因も符号が予想に反する結果と

　なっが，これは女性の社会進出が全国的に本

　格化しておらず，賃金が機会費用として働か

　なかったためとみられる。更に，保育施設に

　ついては，当時，仕事と育児の両立を希望す

　る女性は一部に限られており，出産を選択す

　る際に，近隣の保育所の有無を重要視してい

　なかったと思われる。

②　80年の計測結果

　　80年の計測については，ケース③，ケース

　⑤の住居費要因及びケース⑥の保育所要因を

　除けば，総じて良好な結果が得られた。この

　計測結果から，次の様な特徴を指摘できる。

　　第１に，教育費負担の増加が出生率の低下

　に有意に影響を与え始めたことである。教育

　費の消費支出に占める比率は，相対的に出生

　率の高い青森・岩手・宮城・秋田等地方圏で

　は２％後半～３％半ばに止まったのに対し

　て，出生率の低い東京・埼玉・千葉・神奈川

　等の大都市圏では３％後半～５％に達した。

　　第２に，70年とは一転して，女性の賃金の
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図表８　クロスセクションデータによる計測結果
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図表９　道府県別出生率の要因分解（92年）
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図表９　道府県別出生率の要因分解（92年）
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　上昇が出生率にマイナスの影響を及ぼすよう

　になった。これは，女性の職場進出の原動力

　となった賃金の上昇が，機会費用の増加をも

　たらすようになったためと考えられる。

　　第３に，保育所の充実は，有意性が低いな

　がらも出生率に対してプラスに寄与するよう

　になった。この点については，当時，女性の

　社会進出が進み，保育所の重要性が高まりつ

　つあったと理解することができよう。

③　92年の計測結果

　　92年の計測については，概ね理論通りの結

　果が観測された。計測結果は，以下の通り整

　理される。

　　第１に，女性の賃金上昇は，出生率の低下

　に有意な影響を与えている。例えば，女子の

　月間所定内給与額が実質１万円増加すると，

　出生率は0.04ほど低下する。また，女性の大

　学・短大等への進学率や第３次産業への就業

　比率についても，その増加が出生率へ有意に

　マイナスの影響を与えている。例えば，進学

　率は10％上昇すると，出生率を0.04～0.05程

　度，第３次産業への就業者比率では10％上昇

　すると，出生率を0.14～0.18程度引き下げる

　効果がある。

　　第２に，家計支出に占める教育費の比率の

　上昇についても，出生率の低下に有意に寄与

　していることが分かった。この影響度として

　は，同比率の１％の上昇に対して，出生率は

　0.04～0.07ほど低下することが計測された。

　　第３に，家計支出に占める住居費の比率の

　上昇は，予想通り，出生率に対してマイナス

　の影響を及ぼすことが判明した。係数の有意

　性は高い。出生率に対する影響度合いとして

　は，同比率が１％高まるにつれて，出生率を

　0.04～0，05程度引き下げる方向に働くことが

　分かった（ケース①，②）。但し，第３次産業

　要因を説明変数に加えたケース③とケース⑤

　では，住居費要因の係数は，極端に低下した

　上，有意性も低かった。これは，住居費要因

　と第３次産業要因との単純相関が0.722と高

　いことから，両者の間で多重共通性（mult

　icollinearity）が存在しているためと思われ

　る。

　　第４に，保育所の充足度の上昇は，出生率

　を有意に高める効果がある。例えば，0～6

　歳人口に対する保育所の定員が10％上昇する

　と，出生率は0.04ほど上昇することになる。

④　92年の要因別寄与度

　　図表９は，92年のケース②・ケース⑥の計

　測結果から，都道府県別出生率への各説明変

　数の寄与度を示したものである。ここでは，

　出生率が相対的に低い地域の東京圏（埼玉・

　千葉・東京・神奈川）及び阪神圏（京都・大

　阪・兵庫）と，出生率が高い地域の代表とし

　て東北（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福

　島）を取り上げ，大都市圏と地方圏における

　出生率格差の原因を指摘する。

　　まず，ケース②より，いずれの説明変数も

　大都市圏と地方圏の出生率格差に寄与してい

　るが，中でも，女性の機会費用の大きさは最

　も寄与している可能性があることが窺える。

　かなりラフな捉え方ではあるが，女性の賃金

　要因による引き下げ効果は，首都圏・阪神圏

　が東北より0.15程度大きい。一方，東北に比

　べて，住居費要因については，千葉を除く首

　都圏で0.1程度，阪神圏では0.05程度，また，

　教育費要因においては，首都圏で0.08，阪神圏

　で0.05程度引き下げ効果が上回るに過ぎない。

　　また，ケース⑥では，教育費要因は女性の

　高学歴要因に比べて出生率の低下に大きく寄

　与している事が分かる。教育費要因の出生率

　への引き下げ効果は，首都圏・阪神圏が東北

　より各々0.17程度・0.08程度大きい。一方，

　保育所については，首都圏・阪神圏は，東北

　と大きな格差がないが，北陸（〈新潟・富山

　・石川・福井〉）より0.1ほど小さく，大都市

　圏における出生率への引き上げ効果が総じて

　小さいことが分かる。

④　計測結果の比較

　　以上の計測結果から，経済社会的要素は，

　夫婦の出生行動に対して70年・80年頃に比べ

　て最近では，よりクリアに影響を与えている
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ことが分かった。なお，良好な計測結果が得

られた80年と92年について，説明変数の係数

を比較すると，次の点が指摘できよう。

　第１に，住居費要因の係数が80年に比べて

92年はやや上昇する等，住居費の出生率に対

するマイナス効果が近年高まっている点であ

る。これは，80年代後半の大都市圏を中心と

する地価の高騰に伴い住宅費負担が著しく高

まったためと考えられる。住居費支出の消費

支出に占める比率は，80年代前半の４％台後

半から93年には５％台後半にまで上昇してき

ている（先出図表５）。

　第２に，80年頃から教育費の上昇が出生率

にマイナスの影響を及ぼすことは先に指摘し

た通りであるが，近年においては，その効果

がやや弱まりつつある。これは，教育費は同

期間に全国的に上昇する中で地域間の格差が

拡大したが，住宅費と対比した場合，その格

差の程度は相対的に小さかったことが原因と

思われる。

　第３は，80年から92年の12年間において，

保育施設の出生率に対する影響度が高まって

いる点である。これは，出生率の低い大都市

圏では，相対的に保育施設の充足度合いが十

分でないという状況が一層明確になったため

と考えられる。

Ⅳ．インプリケーション

　夫婦が望む子供の数は，基本的には夫婦の自

由な選択に基づき決定されるものである。国が

出生率を増加させる様に直接介入することにつ

いては，最近のさまざまなアンケート調査をみ

ても，依然として国民に根強い抵抗５）のあるこ

とが窺える。しかし少なくとも，国としても，

安心して出産・育児ができるような環境を用意

していく必要がある。長期的には，出生率の低

下は，我が国の高齢化に拍車をかけ，将来世代

の負担の増大・経済活力の低下等の一因となる

可能性が否定できない。この意味で，出生率低

下に歯止めをかけることが望ましいとすれば，

ここでの計測結果を踏まえて，次のような経済

運営，行政措置が期待される。

　第１に，住居費に直接影響のある地価の安定

に配慮した適切な経済政策の運営や規制の緩和

が望まれるという点である。厚生省人口問題研

図表10　現在の部屋数別に見た予定子供数

５）　例えば，毎日新聞社「第2 1回家族計画世論調査」によると，「子供の数が減っていることに対して，国は

　 どうすればよいと思いますか」という問いについて，「国は積極的に出生増加のための施策をすすめた方

　 がよい」の回答者は，近年増加傾向にあるものの，妻34％，夫35 .1％に止まり，「子供を産む，産まないは

　 個人の問題なので，国が直接出生増加の音頭をとるのはおかしい」の回答者は，妻60 .9％，夫56 .8％を占

　 めている。
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図表11　産業，規模別にみた出産者に占める育児休業取得者の割合

究所「出生動向基本調査」のアンケート調査に

よると，現在，部屋数の多い家に住んでいる妻

ほど，多くの子供を希望するという結果が出て

いる（図表10）。これは，ある意味では当然の結

果ではあるが，標準的な家庭が望む住居面積を

確保する事が，夫婦の出産・育児環境として最

低限の条件になることを示唆している。また，

二世帯住宅等働く女性にとって出産後の就業復

帰の環境として最適な住居方式については，融

資制度の充実や税制面の優遇・規制の緩和等も

検討に値しよう。

　第２に，出産・育児の経済的・精神的負担の

軽減を企図するような制度の充実や普及を促進

することである。既に，我が国においては，子

供を養育する労働者の雇用の継続を図り，職場

生活と家庭生活の両立を目的とする「育児休業

法」が92年４月に施行された。しかし，労働省

「女子雇用管理基本調査」によると，育児休業

制度の規定を有する事業所において，出産した

女子労働者のうち，実際この制度を取得した者

は５割を下回る結果となっている（図表11）。

先に指摘したように，働く女性の機会費用の増

加が制度の取得にとっての最大のネックになっ

ていると思われる。因みに，育児休業制度の規

定を有する事業所のうち，金銭支給のある事業

所は３割にも満たない（図表12）。なお，出生率

の低下が先行したスウェーデンにおいては，育

児休業制度の充実が80年代半ば以降の出生率回

復に影響を与えたとする見方が多い。

　女性の仕事の継続（或いはスムーズな職場へ

の復帰）と子育てを支援していくには，国民や

企業は負担の増加を余儀無くされるかも知れな
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図表 12　産業，規模並びに会社から育児休業期間中に支給される金銭の有無及び内容別事業所割合　（％）
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図表13　産業・規模別及び託児施設の有無別事業所割合

い。しかし，こうした社会的コストの増加によ

り，長期的には出生率が回復すれば，将来世代

の負担の軽減や持続可能な経済成長に資するこ

とも期待される。子育ては，基本的には，夫婦

のプライベートなものであるが，その負担は，

必ずしも夫婦だけが負うものではなく，社会的

にも支援してゆくという意識の転換が望まれ

る。

　第３に，保育施設は相対的に充足度の低い地

域を中心に供給していくことが重要である。地

域別にみると，働く女性の多く存在する大都市

圏においてなお供給は十分ではない。きめ細か

な保育施設の配置が望まれるところであり，そ

の意味では，最近の事業所内託児施設や企業委

託型保育サービス等の促進は，積極的に評価す

ることができる（図表13）。

　また，質的にも，乳児保育や営業時間の延長

等多様な保育ニーズに対応していくことが重要

である。因みに，最近では，保育所全体の在籍

数は減少しているものの，０歳や１～２歳の在

籍数は女性の社会進出化を背景に増加傾向にあ

る（図表14）。こうした保育園児の低年齢化に

対応し，保母のノウハウの高度化・施設の充実

等も課題となってこよう。

　なお，教育費については，親が質の高い子供

の形成を意図して積極的に投資している面もあ

り，出生率との因果関係は必ずしも明確ではな

い。この点については，この論文の範囲を超え

るが，現在の受験競争の低年齢化等をみると，

教育費の増大が，親の自発的選択の結果と言い

きるのは困難な面もあろう。子供数の減少によ

る受験競争の緩和が期待される中で，画一的と

言われる学校の教育システムの在り方を見直し

ていくことが必要である。
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図表14　保育所の年齢別在責人員の推移

Ⅴ．まとめ

　本稿の目的は，近年の出生率低下の原因を経

済的・社会的側面から模索することにあった。

その結果，住居費・教育費の上昇はコスト面か

ら，女性賃金の上昇は女性の機会費用の面か

ら，出生率の低下を招いていることが確認でき

た。また，保育施設等インフラの一層の充実

は，出生率に対して押し上げ効果があることも

分かった。特に，この様な経済・社会的要素

は，70年・80年頃に比べて最近では出生率によ

りクリアに影響を与えていることも指摘した。

こうした計測結果は，経済企画庁「国民生活選

好度調査（92年度）」のアンケート調査におい

て，「理想より現実に予定している子供数の少

ない理由」に，「育児に金がかかる」，「家が狭

い」，「教育を巡る状況について不安」が上位に

挙げられている事とも整合的である。

　また，ここでの分析は，都道府県別のクロス

セクション・データに基づいたものであり，あ

る意味では地域別の出生率の格差がなぜ生じた

のかを明示したものである。既に指摘したよう

に，出生率は，大都市圏の方が地方圏よりも低

いが，これは，大都市圏において相対的に住居

費・教育費・女性賃金が高いことや保育施設が

十分に供給されていないことによるものである。

特に，女性の出産・育児に伴う機会費用の大き

さが，大都市圏と地方圏の出生率格差の主因と

なっている可能性がある。

　なお，本稿の研究では，出生率低下の原因を

主として費用の側面からみており，効用の側面

は取り扱っていない。しかし，夫婦が子供を持

つ理由として上位に挙げられる「明るさや活気

を与えてくれる」，「喜びや生きがいを与えてく

れる」といった消費財的効用や，「老後の面倒

を見てもらう」等の投資財的効用は，アンケー

ト調査からある程度把握できるものの，正確に

出生率への効果を測ることは困難である６）。ま

た，時間的にも経済的にも拘束されない独身を

楽しむというライフスタイルの変化や，近年，
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N. Ogawa and R. D. Retherford（1994）， "The

　Resumption of Fertility Decline in Japan；

　1973－92" Population and Development

　Review， Vol 19

N. Ogawa and Andrew Mason（1986）， "An

　Economic Analysis of Recent Fertility in

　Japan：An Application of the Butz－Ward

　Model" The Journal of Population Studies

　(Jinkogaku Kenkyu)， No. 9

増加しつつある離婚の影響についても，ここで

は，取り上げていない。従って，出生率低下の

歯止め対策を検討する上では，こうした面を含

む総合的な判断が重要となる。
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